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雇用量がＮである企業が，地区 j に立地にした場合の実効労働力は 
N N L j j ν ≡ ) (      (1) 
で与えられる。ただしνjは業務地区 j にオフィスを立地する各企業の労働の効率性係数であ  - 2 -
る。 
各企業はオフィス業務における生産活動に関して、オフィス・スペース S と労働時間 N 
をインプットとする次のような生産関数を持っていると想定する。上述のように企業の生
産性は立地点ごとに異なる。したがって地区 j の企業の生産関数を次のように書く。 
( ) ( ) N L S F Y j , = ． 
ここでY はこの企業の生産量である。さらに生産関数は各投入について微分可能な凹関数
であり生産技術はS と j L に関して１次同次であると仮定する。 
個々の企業にとってνjは外部的な規模の経済を表すパラメータである。 上式に(1)を代入し
て次を得る。 
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ここで生産財の価格を１とすると、j  地点における賃料 R j は 
) , , ( 1 j j v W R c = ・・・(3) 
を満たすように動かなければならない。つまり、賃金率 W と従業者数密度 nj および都市規
模 m j  が与えられたとき、 等式を満たすためには Rj が調整される必要がある。 これを Rj に
ついて解くと、 





する都市圏全体の集積度に依存すると考えることができる。このため、効率性係数 j v は次  - 3 -
の関数で決められるものとしよう。 





正の外部経済が存在するので、ある立地点 j において dv(nj, mj)/dnj > 0 かつ dv(nj, 
mj)/dmj > 0 である。つまり地点 j において従業者数密度あるいは都市規模が増加すると実
効労働力 v(nj, mj)N が上昇する。(2)式に(5)式を代入すると 
) ) , ( , ( N m n v S F Y j j =  
を得る。 
一方(5)式を(4)式に代入すると 
)) , ( , ( j j j m n v W R R =  
が得られる。本稿での分析では賃金率 W は固定であるので明示的に書かないことにする。
よって、賃料 Rj は 
) , ( j j j m n R R ≡  
と、従業者数密度 njと都市規模 mjの関数によって表すことが出来る。 
また、 効率性指標関数の変数として、 nj 、 mj以外に特性ベクトル Zjも考慮に入れる場合、
効率性指標関数は v(nj, mj, Zj)となり、最終的に賃料 Rjは 






まず、地区 j における代表的企業の生産関数を、 
} {
α α − =
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1
 都市規模が大きければ大きいほど、その都市内における周辺の就業者への外部効果が大きくなると考え
られるため、従業者密度だけでなく都市規模そのものが賃料に与える効果も考慮に入れる必要がある。   - 4 -
のコブ・ダグラス型に特定化する

















m n v ・・・(8) 
とし、α, κ, λ, µ  は効率性指標関数のパラメータである。ここで第 2 節の手順に従いオフィ
ス賃料関数を求め、両辺の対数を取ると、次の半対数形オフィス賃料関数が得られる。 
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を採用する。ここで、γz´  は特性ベクトル Zj の係数ベクトルである。このとき推定するオ
フィス賃料関数は 
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島、福岡）の CBD（中心的業務地区）である。地点は、東京 23 区内の 50 箇所、都下およ
び首都圏 6 箇所の 56 地点である。 
対象となる各都市のCBD（中心的業務地区）は、『不動産白書2002』（生駒データサー
ビスシステム、以下IDSS）において「全国オフィス市況分析」の掲載対象となっている、
                                                        
2  コブ・ダグラス型の仮定は分析の簡単のためであり、これが適切な生産関数の型であるという明確な根

























                                                        
3
  ゾーンの定義は IDSS による。 内訳は、 東京 53 ゾーン、 大阪 21 ゾーン、 名古屋 9 ゾーン、 札幌 6 ゾーン、
仙台 4 ゾーン、広島 7 ゾーン、福岡 7 ゾーンである。 
4  本稿の分析における「オフィス賃料」とは『不動産白書 2002』における計算方法で算出された坪当たり
の平均実質賃料で、 各ビルの坪当たり実質賃料の総和を棟数で割ったものである。 実質賃料は次式で表す。 
％－共用負担率
ヶ月＋賃料 ％ 年 運用率 預託金
実質賃料
100











た「一人当たり占有床面積」は、23 区ベースで昭和 40 年にはわずか 5.5 ㎡であったものが、昭和 60 年に
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R 平均実質賃料 （円）（被説明変数） A
n 就業者密度 （人/m
2）（＝就業者数/ゾーン面積） A, B




変数 平均 標準偏差 最小値 最大値
R 14703 5263 6880 49370
ln R 4.1439 0.1392 3.8376 4.6935
n 0.0729 0.0489 0.0024 0.2312
m 9,741,220 6,787,599 760,717 16,381,141
変数 係数 ｔ値 P値
定数 8.851 268.63 0.000
n 3.891 6.61 0.000
n
2 -9.664 -3.49 0.001
m 3.32E-08 26.51 0.000
B1 0.067 2.89 0.004
B2 0.206 8.85 0.000
B3 0.369 15.51 0.000
決定係数 0.727
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8  以下で都市ダミーと呼ばれる推定式中のダミー変数 Cityj は、それぞれの推定において、＜j が東京に属
するとき＝１、それ以外のとき＝０＞、＜j が大阪に属するとき＝１、それ以外のとき＝０＞、という具合
に働く。本来は 7 つの推定式一つずつに対して Tokyoj , Osakaj  というように書くべきであるが、スペース




変数 係数 ｔ値 P値 変数 係数 ｔ値 P値
定数 8.842 256.11 0.000 定数 8.848 267.36 0.000
n 3.814 6.41 0.000 n 3.783 6.33 0.000
n
2 -9.301 -3.32 0.001 n
2 -9.193 -3.28 0.001
m 3.75E-08 7.39 0.000 m 3.35E-08 25.98 0.000
B1 0.067 2.89 0.004 B1 0.067 2.89 0.004
B2 0.206 8.85 0.000 B2 0.206 8.85 0.000
B3 0.369 15.49 0.000 B3 0.369 15.49 0.000
m*Tokyo -3.65E-09 -0.87 0.387 m*Osaka 3.78E-09 1.03 0.302
決定係数 0.727 決定係数 0.728
F値 154.917 F値 155.088
名古屋 札幌
変数 係数 ｔ値 P値 変数 係数 ｔ値 P値
定数 8.857 255.24 0.000 定数 8.870 263.82 0.000
n 3.850 6.49 0.000 n 3.792 6.47 0.000
n
2 -9.542 -3.44 0.001 n
2 -9.274 -3.37 0.001
m 3.30E-08 24.83 0.000 m 3.22E-08 24.66 0.000
B1 0.067 2.89 0.004 B1 0.068 2.94 0.003
B2 0.206 8.84 0.000 B2 0.207 8.94 0.000
B3 0.369 15.49 0.000 B3 0.368 15.55 0.000
m*Nagoya -6.20E-09 -0.56 0.576 m*Sapporo -9.23E-08 -2.44 0.015
決定係数 0.727 決定係数 0.731
F値 154.686 F値 157.687
仙台 広島
変数 係数 ｔ値 P値 変数 係数 ｔ値 P値
定数 8.847 265.49 0.000 定数 8.845 258.64 0.000
n 3.882 6.59 0.000 n 3.942 6.65 0.000
n
2 -9.582 -3.46 0.001 n
2 -10.004 -3.56 0.000
m 3.35E-08 25.84 0.000 m 3.36E-08 24.73 0.000
B1 0.067 2.89 0.004 B1 0.067 2.89 0.004
B2 0.206 8.85 0.000 B2 0.206 8.85 0.000
B3 0.369 15.50 0.000 B3 0.369 15.50 0.000
m*Sendai 5.13E-08 0.88 0.380 m*Hiroshima 3.14E-08 0.71 0.476
決定係数 0.727 決定係数 0.727
F値 154.930 F値 154.790
福岡
変数 係数 ｔ値 P値
定数 8.850 266.47 0.000
n 3.880 6.55 0.000
n
2 -9.612 -3.45 0.001
m 3.33E-08 25.29 0.000
B1 0.067 2.89 0.004
B2 0.206 8.84 0.000
B3 0.369 15.48 0.000
m*Fukuoka 6.28E-09 0.19 0.851
決定係数 0.727
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（表６  続き） 






変数 係数 ｔ値 P値 変数 係数 ｔ値 P値
定数 8.844 199.45 0.000 定数 8.843 259.55 0.000
n 4.107 4.60 0.000 n 3.792 6.07 0.000
n
2 -12.446 -2.99 0.003 n
2 -8.626 -2.98 0.003
m 3.71E-08 7.29 0.000 m 3.35E-08 26.07 0.000
B1 0.067 2.90 0.004 B1 0.067 2.91 0.004
B2 0.206 8.86 0.000 B2 0.206 8.90 0.000
B3 0.369 15.50 0.000 B3 0.368 15.56 0.000
Tokyo -0.055 -0.62 0.534 Osaka -0.029 -0.30 0.768
n*Tokyo -0.607 -0.51 0.612 n*Osaka 2.470 1.09 0.277
n
2*Tokyo 5.698 1.01 0.311 n
2*Osaka -18.619 -1.59 0.112
決定係数 0.728 決定係数 0.731
F値 121.337 F値 122.733
RSS 11.017 RSS 10.925
名古屋 札幌
変数 係数 ｔ値 P値 変数 係数 ｔ値 P値
定数 8.859 250.21 0.000 定数 8.873 257.96 0.000
n 3.801 6.21 0.000 n 3.711 6.13 0.000
n
2 -9.318 -3.28 0.001 n
2 -8.944 -3.17 0.002
m 3.29E-08 24.80 0.000 m 3.22E-08 24.55 0.000
B1 0.067 2.89 0.004 B1 0.068 2.95 0.003
B2 0.206 8.85 0.000 B2 0.207 8.93 0.000
B3 0.369 15.51 0.000 B3 0.368 15.49 0.000
Nagoya -0.427 -1.73 0.085 Sapporo -0.153 -1.38 0.168
n*Nagoya 17.551 1.70 0.091 n*Sapporo 1.621 0.50 0.618
n
2*Nagoya -154.181 -1.69 0.091 n
2*Sapporo -8.139 -0.41 0.683
決定係数 0.728 決定係数 0.730
F値 120.900 F値 122.159













                                                        
10  帰無仮説を H0: δ0 = δ1 = δ2 = 0 とする複合検定（joint hypothesis test）においても、5%有意水準で帰無仮
説を棄却する推定モデルはなかった。 
11  オフィス賃料関数は生産関数から導出されたものであることに注意されたい。 
仙台 広島
変数 係数 ｔ値 P値 変数 係数 ｔ値 P値
定数 8.839 264.18 0.000 定数 8.848 246.99 0.000
n 4.042 6.81 0.000 n 3.829 5.84 0.000
n
2 -10.249 -3.68 0.000 n
2 -9.189 -2.83 0.005
m 3.36E-08 25.97 0.000 m 3.35E-08 24.32 0.000
B1 0.067 2.91 0.004 B1 0.067 2.89 0.004
B2 0.206 8.88 0.000 B2 0.206 8.83 0.000
B3 0.369 15.56 0.000 B3 0.369 15.47 0.000
Sendai 0.815 2.02 0.044 Hiroshima 0.066 0.55 0.580
n*Sendai -27.876 -1.68 0.093 n*Hiroshima -0.435 -0.19 0.848
n
2*Sendai 220.828 1.50 0.133 n
2*Hiroshima 0.020 0.00 0.998
決定係数 0.729 決定係数 0.726
F値 121.901 F値 120.023
RSS 10.979 RSS 11.105
福岡
変数 係数 ｔ値 P値
定数 8.849 264.40 0.000
n 3.898 6.52 0.000
n
2 -9.656 -3.45 0.001
m 3.33E-08 25.23 0.000
B1 0.067 2.88 0.004
B2 0.206 8.82 0.000
B3 0.369 15.43 0.000
Fukuoka -0.043 -0.12 0.904
n*Fukuoka 1.821 0.20 0.840
n
2*Fukuoka -13.560 -0.26 0.798
決定係数 0.726
F値 119.676
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